
荒尾市障害者就労施設等からの物品等の優先調達に関する要領 

 

(目的) 

第1条 この要領は、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律

(平成24年法律第50号。以下「法」という。)に基づき、本市が定める調達方針に則り、障害

者就労施設等から物品又は役務を積極的に調達すること(以下「優先調達」という。)によ

り、障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図ることを目的とする。 

 

(定義) 

第2条 この要領において「障害者」とは、障害者基本法(昭和45年法律第84号)第2条第1号に

規定する障害者をいう。 

 

(優先調達対象者) 

第3条 優先調達の対象者は、次に掲げる要件に該当する個人及び法人その他の団体(以下「優

先調達対象者」という。)とする。 

(1)障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第123号。 

以下「障害者総合支援法」という。)第5条第11項に規定する障害者支援施設、同条第28項 

に規定する地域活動支援センター又は同条第1項に規定する障害福祉サービス事業(同条第7

項に規定する生活介護、同条第14項に規定する就労移行支援又は同条第15項に規定する就労

継続支援を行う事業に限る。)を行う施設 

 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは、優先調達の対象としな

い。 

(1)荒尾市暴力団排除条例(平成23年12月27日条例第19号)第2条第2号に規定する暴力団員(以 

下「暴力団員」という。) 

(2)荒尾市暴力団排除条例第2条第1項に規定する暴力団 

(3)役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じる者をいう。)のうちに暴力 

団員に該当する者があるもの 

 

(優先調達対象者からの物品等の調達) 

第4条 前条に規定する優先調達対象者が供給できる物品又は役務の調達に当たっては、当該

調達に係る契約が地方自治法施行令の規定により随意契約によることができる場合にあって

は、予算の適正な執行に配慮し契約を締結するものとする。 

 

(登録の申請) 

第5条 第3条第1号で定める施設及び事業所が優先調達対象者としての登録を受けようとする

場合は、荒尾市障害者優先調達法申請書(様式第1号。以下「申請書」という。)に、次に掲げ



る関係書類を添付し、市長に対し提出しなければならない。 

(1)登録を希望する事業所・施設(様式第1号の2) 

(2)取扱物品・役務調書(様式第2号) 

 

(登録の決定) 

第6条 市長は、前条の規定による登録についての申請があったときは、速やかにその内容の

審査を行い、適正と認める場合は、優先調達対象者として登録を行うとともに、その旨を

書面により当該申請者に通知するものとする。 

2 市長は、前項の審査の結果当該申請者が優先調達対象者に適合しないと認めるときは、理

由を付してその旨を書面により当該申請者に通知するものとする。 

3 市長は、第1項の規定により登録した優先調達対象者について、優先調達対象者登録名簿を

作成するものとする。 

 

(変更の届出) 

第7条 優先調達対象者の登録を受けた者は、登録の内容に変更が生じたときは、その旨を速

やかに届け出なければならない。 

 

(登録の有効期限) 

第8条 優先調達対象者の登録に関する有効期間は、登録名簿に登載された当該年度の3月31日

までとする。尚、特段の変更がない場合は、次年度以降も有効期間の自動更新を行うことと

する。 

 

(登録の取消) 

第9条 市長は、優先調達対象者の登録を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めら

れるときは、登録を取り消すことができる。 

(1)虚偽の中請その他不正な手段により第6条第1項の登録を受けたとき。 

(2)第3条第1項第2号に該当しないこととなったとき又は第5条の申請をした時に同号に該当し 

ていなかったことが判明したとき。 

(3)第3条第2項各号のいずれかに該当するとき又は第5条の中請をした日以降に同項各号のい

ずれかに該当することが判明したとき。 

(4)前3号に掲げるもののほか、優先調達対象者として登録しておくことが適当でないと認め

られるとき。 

 

(優先調達対象者等の公表) 

第10条 市長は、第6条第3項により作成された優先調達対象者登録名簿を公表するものとす

る。 

 

(委任) 



第11条 この要領に定めるもののほか、優先調達に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要領は、令和８年８月１０日から施行する。 

 


